
（ ）

平成28年度までに農業関
連の投資25億円を目指す

達成度 ％

当初見込み

億円

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 24年度

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

億円

26年度
目標最終年度

-

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　農業生産性の向上を図るための農地の大区画化や排水改良を行う事業等を契機として、意欲と能力のある農業者に一定以上の農用地の利用集積を図
る場合に、当該事業に係る農家負担分について無利子の担い手育成農地集積資金を東日本大震災によって被災したものに対して、償還期間及び据置期
間を通常の資金より３年延長（償還期間28年以内、据置期間13年以内）して融通する（株）日本政策金融公庫に対して国が利子補給を行うもの。
（補助率：定額）

目標最終年度

▲ 8 -

28

-

24年度 25年度

8

億円

成果実績

目標値

5

単位

48％

24年度 25年度 26年度

26年度

25年度

64％32％

12

27年度活動見込

86％ 84％

当事業による農業関連の復
興投資

5

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　農業生産性の向上を図るための農地の大区画化や排水改良を行う事業等を契機として、意欲と能力のある農業者への農用地の利用集積を促進するこ
とにより意欲ある多様な農業者の育成・確保を図るとともに、円滑な資金融通により東日本大震災からの復興に資する。

前年度から繰越し - -

事業番号

担い手育成農地集積資金利子補給金 担当部局庁 復興庁 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 統括官付参事官（予算・会計担当） 参事官　小瀬　達之

事業名

会計区分 東日本大震災復興特別会計 政策・施策名
政策：復興施策の推進
施策：東日本大震災からの復興に係る施策の推進

主要経費

27年度

▲ 2

-

- - - -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号）附則
第8項
東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助
成に関する法律（平成23年法律第40号）第117条

関係する計画、
通知等

-

実施方法

▲ 2

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

-

-

6

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 16

その他の事項経費

当事業による融資実績

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）
5 4 5

5 5

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度

活動実績

活動指標

億円

定量的な成果目標

翌年度へ繰越し -

計

73 75 80

達成度 ％ 87％

26

主要政策・施策

平成２７年度行政事業レビューシート 復興庁

執行額

11 14 18 28 0

10 14

執行率（％） 55% 71% 78%

平成28年度までに農業生
産基盤整備地区における
地域の中心となる経営体へ
の農地集積率を80%以上に
向上させる

農業生産基盤整備地区に
おける地域の中心となる経
営体への農地集積率

成果実績 ％ 62 63

目標値 ％ 71

平成２４年度
事業終了

（予定）年度

27年度活動見込

融資件数
活動実績 件 57 42 29

当初見込み 件 83 63 50 48

　 0117

年度28

28 年度

13

16

25 25 25 25

63

終了年度未定



27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

利子補給金 28

計 28 0

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

執行額／融資件数

単位当たり
コスト 千円/件 94 242 469 573

計算式
千円/融資
件数

5,353/57 10,168/42 13,590/29 27,501/48
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